
　

　

 300～  100～  30～  ５～

　 労働者数

事業所の 貴事業所の （主なものとは総収入の最も多いものです）

名称及び

所在地

電 話 ( )

○ この調査は、事業所を単位として行います。

５　常用労働者の異動状況

(ⅰ)期間を定めずに雇われている者 「雇用期間の定めなし」①③に記入

(ⅱ)１か月を超える期間を定めて雇われている者

(ⅲ)１か月以内の期間を定めて雇われている者又は日々雇われている 「雇用期間の定めあり」②④に記入

　　者で、前２か月にそれぞれ18日以上雇われた者

○「パートタイム労働者」とは、常用労働者のうち、同じ事業所の一般の労働者と比べて１日の所定労働時間が短い者、あるいは

１日の所定労働時間は同じでも１週の所定労働日数が少ない者

（２）平成26年１月～６月間に （３） （４）平成26年１月～６月間に

（１） 　増加した常用労働者数 　減少した常用労働者数 （５）

 (1)+(2)±(3)-(4)=(5)

＋

－

ａ

 

＋

－

ｂ

 

ｃ

ｄ

Ｅ

 

※厚生労働省記入欄（下記の欄の記入は不要です。）

厚生労働省

官公営
以上 999人 299人 99人 29人

上半期 )

1,000人

平成２６年　雇用動向調査

6
１

３ 

  主な生産品の名称

　又は事業の内容

４ 記入担当者氏名

同一企業(会社)に属す
る

すべての事業所分を含
1 2 3 4 5

平成26年６月末日
現在の常用労働者数

新しく入職した
者(出向者・出向
復帰者を含む)

同一企業(会社)
内からの転入
者、給与支給の
復活者等

離職した者(出向
者・出向復帰者を
含む)

同一企業(会社)
内への転出者、
給与支給の停止
者等

常用労働者

区　　分

平成26年１月～
６月間に雇用期
間の「定めあ
り」から「定め
なし」に切り替
えられた者

平成25年12月末日
現在の常用労働者数

イ ロ

千 人 千 人 千 人人 千 人

女

雇用期間 ③

の定めなし

雇用期間 ④

の定めあり

千 人

男

雇用期間 ①

の定めなし

雇用期間 ②

千 人 千

（３）調査離職者数

ｃ＋ｄ
計

うち他企業
からの出向者

⑧

うち、４～６月に
離職した者

⑰
うち、４～６月の
他企業からの出向者

⑱

Ｄ
ａ＋ｂ

男 女 計

う　ち
パート
タイム
労働者

⑥

男

⑦

女

男女

⑤ Ａ Ｂ

「２　企業全体の常用労働者数」以外の回答は、企業全体分ではなく貴事業所分のみについて記入してください。
(本社・支社・営業所及び工場などはそれぞれ別の事業所となります）

（事業所票　様式1号）

入職者    （⑤のＢ） 離職者    （⑤のＣ）

の抽出 の抽出

（１）入職者数
（２）抽出率 （３）調査入職者数

（１）離職者数
（２）抽出率

Ｃ

女　　計

の定めあり

男　　計

イ ロ

２ 企業全体の常用

統計法に基づく国の統計

調査です。調査票情報の

秘密の保護に万全を期し
○ この調査票に記入された事項については、統計以外の目的に使用したり、他に漏らしたりすることはありま

せんので、ありのままを記入してください。

○ 調査票の記入に当たっては、別添の記入要領を参照してください。

○ 記入の終わった調査票は、同封の返信用封筒に入れ、平成26年７月11日（金）までに返送してください。

SA
MP
LE



６　性、年齢階級別常用労働者数
 平成26年６月末日現在の常用労働者数(｢雇用期間の定めなし｣及び｢雇用期間の定めあり｣)を性、年齢階級別に

 記入してください。年齢階級区分早見表は記入要領にあります。

男 計 う　ち 女 計 う　ち
　　　年　齢　階　級   パートタイム労働者   パートタイム労働者

⑨ ⑩ ⑪ ⑫

 

    

↑ ↑ ↑ ↑

７　職業別常用労働者数及び未充足求人数
 平成26年６月末日現在の常用労働者数及び未充足求人数を職業別に記入してください。
 
(
 また、２つ以上の仕事に従事している場合は主な職業の欄に記入してください。

常用労働者数 う　ち 未充足求人数 う　ち
職　　　　　業 パートタイム労働者 パートタイム労働者

    

 ↑ ↑ 【未充足求人数について】

仕事があり、その仕事に従事する人を補充するために行う

求人のことであり、求人方法は問いません。

　　　合 計 チ ェ ッ ク

            ご協力ありがとうございました。

(05)サービス職業従事者

(06)保安職業従事者

(07)生産工程従事者

(08)輸送・機械運転従事者

(09)建設・採掘従事者

(10)運搬・清掃・包装等従事者

人

(01)管理的職業従事者

(02)専門的･技術的職業従事者

(03)事務従事者

(11)その他の職業従事者

(04)販売従事者

⑬ ⑭ ⑮ ⑯
千 人 千 人 千 人 千

（９） ５５歳～５９歳

（10） ６０歳～６４歳

★左頁と右頁の欄で、同じ
色刷りになっている枠の人
数は一致します。

（11） ６５歳以上　　　

　　　合 計 チ ェ ッ ク

（６） ４０歳～４４歳

（７） ４５歳～４９歳

（８） ５０歳～５４歳

（３） ２５歳～２９歳

（４） ３０歳～３４歳

（５） ３５歳～３９歳

千 人

（１） １９歳以下　　　

（２） ２０歳～２４歳

千 人 千 人 千 人

（５）のａ

と一致

（５）のｃ

と一致

（５）のｂ

と一致

（５）のｄ

と一致

（５）のＤ

と一致

（５）のＥ

と一致

「５ 常用労働者の異動状況」 の

「５ 常用労働者の異動状況」
の

SA
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 300～  100～  30～  ５～

　 労働者数

事業所の 貴事業所の （主なものとは総収入の最も多いものです）

名称及び

所在地

電 話 ( )

○ この調査は、事業所を単位として行います。

５　常用労働者の異動状況

(ⅰ)期間を定めずに雇われている者 「雇用期間の定めなし」①③に記入

(ⅱ)１か月を超える期間を定めて雇われている者

(ⅲ)１か月以内の期間を定めて雇われている者又は日々雇われている 「雇用期間の定めあり」②④に記入

　　者で、前２か月にそれぞれ18日以上雇われた者

○「パートタイム労働者」とは、常用労働者のうち、同じ事業所の一般の労働者と比べて１日の所定労働時間が短い者、あるいは

１日の所定労働時間は同じでも１週の所定労働日数が少ない者

（２）平成26年７月～12月間に （３） （４）平成26年７月～12月間に

（１） 　増加した常用労働者数 　減少した常用労働者数 （５）

千 人 千 人

＋

－

ａ

 

＋

－

ｂ

 

ｃ

ｄ

Ｅ

 

※厚生労働省記入欄（下記の欄の記入は不要です。）

（事業所票　様式2号） 厚生労働省

２ 企業全体の常用 1,000人
官公営

以上 999人 299人 99人 29人

平成２６年　雇用動向調査 下半期 )

6
１

３ 

  主な生産品の名称

　又は事業の内容

４ 記入担当者氏名

同一企業(会社)に属す
る

すべての事業所分を含
1 2 3 4 5

同一企業(会社)
内への転出者、
給与支給の停止
者等  (1)+(2)±(3)-(4)=(5)

千 人 千 人 千

「２　企業全体の常用労働者数」以外の回答は、企業全体分ではなく貴事業所分のみについて記入してください。
(本社・支社・営業所及び工場などはそれぞれ別の事業所となります）

常用労働者

区　　分

平成26年７月～
12月間に雇用期
間の「定めあ
り」から「定め
なし」に切り替
えられた者

平成26年６月末日
現在の常用労働者数

イ ロ イ ロ
平成26年12月末日
現在の常用労働者数

千 人

男

雇用期間 ①

の定めなし

雇用期間

新しく入職した
者(出向者・出向
復帰者を含む)

同一企業(会社)
内からの転入
者、給与支給の
復活者等

離職した者(出向
者・出向復帰者
を含む)

女

雇用期間 ③

の定めなし

雇用期間 ④

人 千 人

の定めあり

女　　計

⑤ Ａ Ｂ

②

の定めあり

男　　計

Ｃ Ｄ
ａ＋ｂ

男 女 計

う　ち
パート
タイム
労働者

⑥

男

⑦

女

（３）調査離職者数

男女
ｃ＋ｄ

計

うち他企業
からの出向者

⑧

うち、10～12月に
離職した者

⑰
うち、10～12月の
他企業からの出向者

⑱

入職者    （⑤のＢ） 離職者    （⑤のＣ）

の抽出 の抽出

（１）入職者数
（２）抽出率 （３）調査入職者数

（１）離職者数
（２）抽出率

統計法に基づく国の統計

調査です。調査票情報の

秘密の保護に万全を期し

○ この調査票に記入された事項については、統計以外の目的に使用したり、他に漏らしたりすることはありませ

んので、ありのままを記入してください。

○ 調査票の記入に当たっては、別添の記入要領を参照してください。

○ 記入の終わった調査票は、同封の返信用封筒に入れ、平成27年１月１4日（水）までに返送してください。

SA
MP
LE


